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 資料１  

令和元年度提案政策課題一覧 
 

① 進捗に遅れが見られるもの，②部局横断的な検討を行う必要のあるもの，③復興期間

後を見据え，取組を始める必要のあるものなど，今後，特に重点的に取り組む必要が

ある課題  

 

【総務部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

1 

働き方改革推
進による生産
性の向上と人
材確保 

・震災復興計画期間後の復
興事業継続のためには生産
性向上と職員確保が必要 
 
・生産性向上のためにはす
べての人材が活躍できる環
境の整備が必要 
 
・生産年齢人口が減少する
中で持続的に発展していく
ためには，県内企業及び市
町村等の生産性向上と人材
確保が必要 
 

総務部 

モバイルワー
ク，AI･RPAなど
ICT・新技術の活
用による生産性
向上 
 
 
時差勤務の拡充
等による柔軟な
働き方の推進 
 
 
県内企業・市町
村等への上記取
組の発信 

 
 
目標 5「ジェ
ンダー平等
を実現しよ
う」 
 
目標 8「働き
がいも経済
成長も」 
 
目標 17「パー
トナーシッ
プで目標を
達成しよう」 

震災復興・企画部 

環境生活部 

保健福祉部 

経済商工観光部 

農政部 

水産林政部 

土木部 

出納局 

企業局 

教育庁 

警察本部 
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【震災復興・企画部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

2 

地域コミュニ
ティの再構築
など復興後を
見据えた地域
の課題解決に
向けた取組の
方向性 

震災後，被災地域の生活環
境の整備のため，様々な主体
と連携して支援体制を構築
し，地域の復興を推進してき
たが，震災から８年を経過
し，必要とされる支援が地域
コミュニティの再構築など
復興後を見据えた地域づく
り活動へと変化し，今後さら
に重要となっている。 
また，各地域における多く

の課題は，震災以前からある
社会的課題であり，被災地域
のみならず顕在化している。 
こうした状況変化を踏ま

え，地域の課題に対応してい
くため，各主体の担う役割や
今後の展望，地域への定着な
ど，復興後を見据えた取組の
方向性を整理する必要があ
る。 

震災復興・企画部 

〇みやぎ地域復興
支援事業 
〇地域コミュニテ
ィ再生支援事業 
〇復興活動支援事
業 
〇移住・定住推進
事業 
〇地域おこし協力
隊交流事業 
〇自家用有償旅客
運送導入助成事業 

目標１１ 
住み続けら
れるまちづ
くりを 
 
目標１７ 
パートナー
シップで目
標を達成し
よう 

環境生活部 

〇コミュニティ助
成事業 
〇ＮＰＯ活動推進
事業 
〇心の復興事業 

保健福祉部 

〇地域包括ケア 
〇心のケア対策 
〇孤立・孤独死防
止対策 

経済商工観光部 
〇就業支援 
〇創業支援 

3 

ＩＣＴ・デー
タ を 活 用 し
た，社会課題
解決を担う人
材育成の推進 

人口減少社会の到来による
人手不足に対応するには，
ＩＣＴ・データの利活用に
より各種課題が解決され
る期待があり，その前提と
して次世代の人材育成が
求められる。 

 

震災復興・ 
企画部 
（統計課） 
（情報政策課） 

○データ利活用に
関する普及・啓発 
○産学官民と連携
した，ＩＣＴリテ
ラシーの向上 

目標４ 
質の高い教
育をみんな
に 
 
目標８ 
働きがいも 
経済成長も 教育庁 

（教育企画室） 

○「情報活用能力」
をはぐくむための
環境整備 
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【環境生活部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

4 
気候変動の
影響への適
応策の推進 

〔現状〕 
・近年，気温の上昇や豪雨の
頻度の増加，熱中症患者の
増加など気候変動の影響が
全国各地で起きており，気
候変動の影響に備る適応策
を推進することが急務とな
っている。 
・パリ協定の発効や昨年 6
月には気候変動適応法が制
定される（同年 12月 1日施
行）など，地球温暖化対策や
気候変動に関する国内外の
動きが強まっていることな
どを踏まえ，県では，昨年 10
月に「地球温暖化防止対策
実行計画」を策定した。 
・計画施策の推進に当たっ
ては，SDGs の考え方を踏ま
え,従来の温室効果ガスの
排出を抑制する対策となる
「緩和策」に加え，新たに温
暖化による被害を回避・軽
減する対策となる「適応策」
に取り組むこととした。 
 
〔課題〕 
・地球温暖化に伴う気候変
動影響の問題は地域によっ
て異なり，あらゆる分野に
及ぶため，「県民生活」「健
康」「産業経済」「農林水産
業」「自然災害」など様々な
政策分野に気候変動適応策
の観点を織り込んでいくこ
とが不可欠となっている。 
・そのため，それぞれの政策
分野の課題解決に向けて，
「気候変動適応」を切り口
とした取組を実施すること
を通じて，気候変動影響に
よる新たな被害，災害に備
える必要があり，各分野に
おける適応能力を高めてい
くことが求められている。 

保健福祉部 

・夏季の熱中症患
者発生数の増加
と高齢者への影
響の深刻化への
対応 
・気温上昇による
蚊媒介性感染症
リスクへの対応 

目標 ７ 
 
目標１１ 
 
目標１３ 
 
目標１４ 
 
目標１５ 
 
目標１７ 
 

経済商工観光部 

・大雨の発生頻度
増加による旅行
客の安全な観光
の確保への対応 

農政部 

・温暖化に対応で
きる果樹品種の
選定・育種 
・バイオマス資源
（農業系廃棄物，
食品廃棄物，家畜
ふん尿など）の循
環利用の推進 

水産林政部 

・低花粉スギ苗へ
の植え替え 
・高温に対応した
養殖品種の作出 
・バイオマス資源
（未利用林地残
材，水産系廃棄物
など）の循環利用
の推進 

環境生活部 

・気候変動適応に
ついての情報整
理・発信と普及啓
発，人材の育成 

土木部 

・山地災害危険地
区の見直しによ
る危険箇所の把
握と対策 
・都市部のヒート
アイランドの進
行と熱ストレス
への対応 
・バイオマス資源
（有機性汚泥な
ど）の循環利用の
推進 
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№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

5 
鳥獣保護管
理対策 

ニホンジカやイノシシなど
野生鳥獣の生息数及び生息
域の増加に伴い，生態系や
農林業への被害の拡大が問
題となっており，鳥獣保護
管理対策等のさらなる充
実・強化が課題となってい
る。 

環境生活部 
農政部 

 
国（農林水産省，
環境省）や県（農
政部，環境生活
部）の各事業の連
携により農業被
害対策と鳥獣管
理対策を効果的
に実施すること
で捕獲の推進と
被害低減を図る。 

 
目標 ２ 
目標１５ 
目標１７ 

6 

地域コミュ
ニティの形
成と自立化
支援 

復興の先を見据えたコミ
ュニティ形成や自立化，さ
らには深刻化しているひき
こもりなど社会生活を営む
上で困難を抱える子ども・
若者の支援に向けて，県や
市町村，ＮＰＯ等の担い手
の果たす役割等について整
理し，必要な施策や連携体
制を構築していく必要があ
る。 
復興に伴う新たな生活の

場における地域コミュニテ
ィ再構築の支援や心のケア
等についても継続した取組
が求められている。 

総務部 
地方自治制度と
の調整 

目標１７ 

震災復興・企画部 
地域コミュニテ
ィ再生支援事業 

環境生活部 

心の復興事業 
コミュニティ助
成事業 
子ども・若者支援
体制強化事業 

保健福祉部 

心のケア対策 
孤立・孤独死防止
対策 
ひきこもり者の
支援 
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【保健福祉部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

7 
医療･福祉人材の
育成・確保 

医療・福祉人材の不足と
偏在 
外国人介護人材の受入 

保健福祉部 
就業促進 
離職防止 

目標３ 
目標８ 経済商工観光部 

就職支援 
マッチング 

教育庁 職業観の育成 

8 
困難を抱える県
民をともに支え
る社会づくり 

発達障害児者支援体制 
障害者の受診機会の確
保・経済的負担 
子育て世帯の経済的負
担 
貧困の連鎖 

保健福祉部 

被災者・社会的
弱者等の支援 
子育て世代へ
の支援・待機児
童の解消 

目標１ 
目標３ 

震災復興･企画部 
地域の交通イ
ンフラの確保 

環境生活部 
保健福祉部 
経済商工観光部 
教育庁 

ひきこもり者
の支援 
発達障害児・者
の支援 

子どもの貧困

対策の推進 

9 
誰もが活躍でき
る社会の推進 

障害者等が活躍できる
環境整備 
罪を犯した人が再び社
会の一員となるための
支援 

保健福祉部 
経済商工観光部 

高齢者・障害者
等の雇用・定着 

目標３ 
目標８ 保健福祉部 再犯防止推進 

教育庁 特別支援教育 
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【経済商工観光部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

10 

ＡＩ，ＩｏＴ等
先端技術実装
社会に対応し
た，人材育成か
らビジネス環
境の整備，投資
促進等総合的
政策展開によ
る関連産業集
積 

○ＡＩ，ＩｏＴ等の先端技
術を使いこなすことが
できる ＩＣＴ人材の
育成やＵＩＪターン等
により首都圏等の起業
家への積極的なアプロ
ーチ等の人材確保対策
が必要。 

○ＡＩ，ＩｏＴ等先端技術
を活用した実証機会の
創出やスタートアップ
及び改良支援の強化に
よる，観光分野やコミュ
ニティー・地域課題解決
型のビジネス創出環境
の整備が必要。 

○ＡＩ，ＩｏＴ等先端技術
関連産業の集積に向け
た投資促進策の検討や，
ものづくり産業分野に
おけるこれら先端技術
を活用・応用した，取組
の促進支援が必要。 

経済商工観光部 

・先端技術に対応
した人材の育成・
確保 
・実証機会の創
出，スタートアッ
プ支援 
・投資促進等によ
る関連産業の集
積 

 
 
 
 
 

 

教育庁 
・ＩＣＴ人材教育
の促進 

震災復興・企画部 ・移住定住支援 

農政部 
・ＩＣＴを活用し
た農業の推進 

11 

震災復興後を
見据えた，イン
バウンド誘客
の加速化のた
めの戦略的プ
ロモーション
と，観光ビジネ
ス創出のため
の地域連携体
制の強化 

○外国人観光客の県内へ
の誘致を図るため，デジ
タルマーケティングの
手法等を活用し，プロモ
ーションをはじめとし
た戦略的かつ総合的な
施策展開とその強化が
必要。 

○ＤＭＯや市町村，さらに
は地方振興事務所が地
域事業者等と連携を強
化し，地域資源を活用し
た新たな観光ビジネス
コンテンツの造成に向
けて取り組む際の支援
の充実が必要。 

○地域に埋もれた観光資
源の発掘や魅力の再発
見のほか，民泊・農泊な
どを活用した観光客の
受入環境の整備が必要。 

○震災復興後の観光振興
施策を継続して取り組
んでいくための財源確
保策についても，引き続
き，検討が必要。 

経済商工観光部 

・デジタルマーケ
ティングの実践 
・地域連携によ
る，新たな観光ビ
ジネス創出 

 
 
 
 
 

 

環境生活部 
・民泊への理解・ 
促進 

農政部 
・地域産品のブラ
ンディング 
・農泊の推進 

水産林政部 
・地域産品のブラ
ンディング 
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№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

12 

ものづくり産
業を中心とし
た人材確保と
生産性向上に
向けた総合的
支援 

○働き方改革の促進や女
性・高齢者等の新規就労
対策のほか，外国人材の
雇用支援など，多様な人
材確保に向けた取組が
必要。 

○ハローワーク等関係機
関との連携強化による，
企業の求人充足に向け
た効果的な支援が必要。 

○国の交付金を活用した
東京２３区在住者・通勤
者のＵＩＪターンや，県
内での創業等の促進等
が必要。 

○高度外国人材の活用・確
保に向けた，攻めの経営
を支援する新たな取組
が必要。 

○生産性向上に資する国
の補助金の活用促進や
生産現場の改善に向け
た取組が必要。 

経済商工観光部 

・多様な人材確保
対策 
・高度外国人材の
活用・確保 
・企業の生産性向
上支援 

 

教育庁 
・新卒者の職場定 
着率向上 

震災復興・企画部 ・移住定住支援 
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【農政部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

13 

マーケットイ
ンによるみや
ぎの農畜産物
の生産拡大 
～生産額倍増
を目指して～ 

県内の農畜産物について
は，仙台市場向けの野菜やポ
テトチップ用ばれいしょ等の
園芸品目，仙台牛など，実需者
が求める生産に必ずしも対応
できていない現状がある。 
このため，単収向上や面積

拡大，優良品種の導入，品目転
換等を行うことで，実需者の
求めに応じた農畜産物の安定
供給に向けた生産体制を再構
築する取組が必要である。 

農業政策室 
食産業振興課 
農業振興課 
みやぎ米推進課 
園芸振興室 
畜産課 
農村振興課 
農村整備課 
農地復興推進室 

・民間企業等と連携
したサプライチェー
ン構築支援 
・収益性の高い品
目，品種への転換，
導入支援及び生産基
盤の整備 
・消費者ニーズに合
う肉質特性の把握と
それら特性を持つ肉
用牛の開発 
・家畜生産基盤・体
制の強化支援及び家
畜伝染病対策支援 

No.2 
No.8 
No.9 
No.12 
No.15 
 

14 

アグリテック
（※）推進によ
る生産性の向
上 
～生産性倍増
を目指して～ 
 
 
 
 
 
（※）農業に AI
や ICT等のテク
ノロジーを導
入して課題を
解決すること 

農業者の高齢化，減少が進
む中で，農業を維持し，収益を
上げていくためには，AI や
ICT 等の最新技術を導入して
少ない労働力で効率的な農業
を行うことが不可欠である。 
特に沿岸部においては，農

地の集約，大規模化が進んで
おり，全国に先駆けて，このよ
うな最新技術を導入する素地
ができている。 
このため，農地の基盤整備

と集積・集約化を進めるとと
もに，技術の伝承，早期の技術
習得を可能にするアグリテッ
クの中山間地域も含めた県内
全域への普及を図る。 

農業振興課 
みやぎ米推進課 
園芸振興室 
畜産課 
農村振興課 
農村整備課 
農地復興推進室 

・農業労働現場改善
支援 
・AIや ICT等の最先
端技術導入・普及拡
大支援 
・農地集積・集約化
の推進支援 
・スマート農業技術
者等の人材育成 

No.2 
No.8 
No.9 
No.15 

15 

農山漁村のな
りわい創造 
～令和のむら
づくり～ 

農山漁村では，人口減少や
高齢化が深刻な問題となって
おり，特に中山間地域では農
地等の地域資源や集落機能の
維持が困難になりつつある事
象が散見される。   
このため，農業者等が民間

企業や地元住民と取り組む地
域資源を活用した６次産業化
などの取組を支援し，農山漁
村の魅力を高めるとともに，
農泊やグリーンツーリズム等
を活用した都市と農山漁村の
交流促進，地域を支える多様
な人材の育成・確保などによ
り，農山漁村の活性化を図り，
住む人が誇りや生きがいを感
じることができる令和の時代
のむらづくりを行う必要があ
る。 

農山漁村なりわ
い課 
農業振興課 
みやぎ米推進課 
園芸振興室 
畜産課 
農村振興課 
農村整備課 
農地復興推進室 

・組織体制の強化や
人材育成，企業との
連携等による集落機
能の維持・向上 
・地域資源の保全と
最大限活用によるビ
ジネス創出 
・地域資源を活用し
た農山漁村と都市と
の交流促進 
・女性農業者等農村
地域を支える多様な
人材の育成・確保 
・鳥獣被害対策の推
進 
・水田放牧，林間放
牧等の多彩な放牧方
式の導入 

No.2 
No.4 
No.5 
No.8 
No.11 
No.15 

【水産林政部】 
水産業振興課 
林業振興課 
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№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

16 

県産農林水産
物の更なるブ
ランド化と国
内外への魅力
発信・販路拡大 
～「食材王国み
やぎ」の推進～ 

仙台牛やみやぎ米など，本
県が誇る農林水産物やそれら
加工品などの PR を強化し，
「食材王国みやぎ」としてブ
ランドイメージの更なる定着
を図るとともに，ターゲット
とする地域や商品を絞り込
み，効果的な販路促進活動を
展開し，商品開発支援や販売
促進活動を強化し，国内外へ
の新たな販路の開拓を進める
必要がある。 
また，震災により失われた

販路の回復と未だに残る風評
被害を軽減する取組を継続す
る必要がある。 

食産業振興課 
農山漁村なりわ
い課 
農業振興課 
みやぎ米推進課 
園芸振興室 
畜産課 

・６次産業化への取
組支援 
・失われた販路の回
復支援及び風評被害
対策 
・東京オリパラ，豊
かな海づくり大会と
連動した「食材王国
みやぎ」のＰＲ 
・戦略的な販売促進 
・GI登録支援等によ
るブランド化促進 
・マーケットイン型
生産体制の構築 

No.2 
No.8 
No.12 
No.15 

【水産林政部】 
水産業振興課 
水産業基盤整備
課 
林業振興課 
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【水産林政部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

17 
 

持続可能 
な水産業 
・林業の 
創造に向 
けた人材 
育成と地 
域づくり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

海や川，森林等は，国土の保全や
地球温暖化の防止，県民へのやすら
ぎ空間の提供など多面的な機能を
有し，漁港施設や海岸保全施設によ
る防災機能を備えることで，県民が
安心して暮らしていくための重要
な役割を果たしている。一方，漁村・
山村では，少子高齢化や過疎化等に
よる担い手不足が進行しており，各
種研修の開催等で担い手対策の支
援を実施しているものの，個人経営
体が多く，経営管理や雇用体制が十
分に整備されていない状況である。 
このため，改正漁業法や森林経営

管理制度に適切に対応しながら，水
産資源の持続的な活用や環境と調
和した生産基盤整備を推進すると
ともに，法人化や協業化，６次産業
化による経営体の強化に加え，外国
人材も含めた雇用環境を整備する
など，水産業・林業を生業に安心し
た暮らしを可能とする仕組みづく
りが求められている。 

保健福祉部 
経済商工観光部 
農政部 
教育庁 
 
 
水産林政部 
水産業振興課 
全国豊かな海 
づくり大会推 
進室 
水産業基盤整 
備課 
漁港復興推進 
室 
林業振興課 
森林整備課 

 
 

・漁業制度改革
の推進 

・森林経営管理
制度の推進 

・担い手支援の
充実 

・就業機会の創 
 出 
・働きやすい環 

境づくり 
・水林福連携 
・地域づくり対
策の充実 

・水産資源の持
続的利用・漁
場環境保全
対策 

・生産基盤の整 
 備 
 
 
 
 
 

 
５ 

   ６ 
   ７ 
   ８ 
  １１ 
  １３ 
  １４ 
  １５ 

18 
 

ＡＩやＩ 
ＣＴを利 
用したイ 
ノベーシ 
ョンをは 
じめとす 
る新技術 
の導入促 
進による 
産業力強 
化 
 
 
 
 
 

 
水産業では，漁業（資源）情報，

海況情報を低コストで高精度に把
握し，操業の効率化と養殖業の多様
化・高度化を進める必要がある。ま
た，林業では，森林資源を有効に活
用し，多面的機能を最大限に発揮さ
せるため，ＩＣＴ等の活用による森
林簿や林地台帳の精度向上・維持管
理を図り，森林情報（資源量，所有
者，境界等）をタイムリーに把握す
るシステムの構築が必要である。 
このため，ＡＩやＩＣＴなどの先

端技術を活用し，生産性を向上する
とともに，地球温暖化や自然災害と
いった環境変化にも適応した技術
の導入促進を図りながら，水産業・
林業の産業力を強化していくこと
が求められる。 

経済商工観光部 
農政部 
 
 
水産林政部 
水産業振興課 
水産業基盤整 
備課 
林業振興課 

 
 
 
 
 
 
 
 

・スマート水産
業の推進 

・スマート林業
の推進 

・「閉鎖式陸上
養殖」の導入
を進めるた
めの体制強
化 

・森林情報シス
テムのクラ
ウド化 

・先端（高度）
技術などの
開発導入支
援 

・実証成果の導
入に向けた
体制強化 

 

 

７ 

８ 

９ 

１４ 

１５ 
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№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

19 
 

 
高付加価 
値化と認 
証制度の 
活用等に 
よる需要 
の拡大 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

震災により失われた販路や原発
事故により失った信頼は未だに完
全に回復していない状況にある。
また，人口減少に伴い国内市場が
縮小する一方で，海外では東南ア
ジア諸国を中心に経済発展が進
み，輸出による販路開拓がますま
す重要となっているほか，オリン
ピックなど新たなビジネスチャン
スも生まれている。 
このため，県産水産物・林産物の

販路回復・拡大に向けた取組の推
進に加え，ＧＩ登録された「みやぎ
サーモン」やＡＳＣ認証された「カ
キ」などのように各種認証制度の
活用によって生まれる優位性を踏
まえ，県産品の高付加価値化を進
めながら，ＧＡＰ，ＨＡＣＣＰ，Ｆ
ＳＣ等の認証制度を活用し，地産
地消のさらなる推進に加え，海外
市場も視野に入れて，消費者・実需
者に訴求する魅力を高めるととも
に，買い手を明確にした新たなサ
プライチェーンの構築による需要
の拡大が必要である。 

 
環境生活部 
経済商工観光部 
農政部 
 
 
水産林政部 
水産業振興課 
全国豊かな海 
づくり大会推 
進室 
水産業基盤整 
備課 
林業振興課 

 
 
 
 
 
 
 

 
・販路の回復・拡
大に向けた取
組 

・輸出促進に向
けた取組 

・新たなサプラ
イチェーンの
構築 

・県産食品の魅
力発信 

・東京オリンピ
ック・パラリン
ピックに向け
た連携 

・生産体制支援 
・販路拡大に向
けた認証取得
支援やブラン
ド化の推進 

・ＣＬＴの活用
推進 

 
 
 
 
 

 

２ 

９ 

１４ 

１５ 
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【土木部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

20 

復興後の宮
城の発展と
持続可能な
県土づくり
を支える社
会基盤整備
の推進 

震災以降，本県の社会インフ
ラを取り巻く環境は，急激に
進行する人口減少・高齢化，
気象変動に伴う災害リスク
の増加，加速化するインフラ
の老朽化など大きく変化し
ている。 
今後，本県の更なる発展と持
続可能な県土づくりに向け
て，交流人口の拡大や産業の
活性化に向けたインフラの
整備，自然災害に対する減
災・防災対策の取組，社会イ
ンフラの老朽化対策，官民連
携による生活密着型のイン
フラ整備等を重点的かつ効
率的に推進する必要がある。 

土木部 
(道路課，河川課，
防災砂防課，港湾
課，都市計画課
等) 

防災道路ネット
ワーク整備，総
合治水対策，土
砂 災 害 防 止 対
策，海上広域物
流拠点整備，イ
ンフラ長寿命化
対策，下水道の
広域化・共同化
等 

 
目標９：産業
の技術確信の
基盤をつくろ
う 
 
目標１１：住
み続けられる
まちづくりを 
 
目標１３：気
象変動に具体
的な対策を 
 
目標１７：パ
ートナーシッ
プで目標を達
成しよう 

環境生活部 
(食と暮らしの安
全推進課) 

水道の広域化・
共同化 

農政部 

総合治水対策，土
砂災害防止対策，
インフラ長寿命
化対策等 

水産林政部 
土砂災害防止対
策，インフラ長寿
命化対策等 

企業局 
インフラ長寿命
化対策 

21 

将来のみや
ぎの建設産
業を担う 
人 材 の 確
保・育成 

復旧・復興事業終了後の建設
投資額の大幅な減少や高齢
化，生産年齢人口の減少に伴
う他産業との人材確保の競
争激化等を踏まえ，建設・維
持管理事業の高品質化と担
い手の確保・育成が必要であ
る。 
 

土木部 
(事業管理課) 

担い手確保セミ
ナー，親子現場見
学会等 

目標８：働き
がいも経済成
長も 
 
目標５：ジェ
ンダー平等を
実現しよう 
 
目標１７：パ
ートナーシッ
プで目標を達
成しよう 

経済商工観光部 
(産業人材対策
課，雇用対策課) 

職業訓練， 
就職相談会等 

教育庁 
(高校教育課、義
務教育課，生涯学
習課) 

現場見学会，イン
ターンシップ及
び出前講座の 
小・中学校への 
周知等 

22 

インバウン
ドの誘客加
速化による
地域経済の
活性化 

近年，日本を訪れる外国人旅
行者（インバウンド）が飛躍
的に増加しているが，東北地
方におけるインバウンド宿
泊者数は約１．３パーセント
にとどまっていることから，
誘客促進のための各種施策
が必要である。 

経済商工観光部 
(観光課，アジア
プロモーション
課) 

 
観光振興，新規市
場開拓 
 

 
目標８：働き
がいも経済成
長も 
 
目標１７：パ
ートナーシッ
プで目標を達
成しよう 

土木部 
(港湾課，空港臨
空地域課) 

空港・港湾におけ
る誘客促進及び
受入環境整備 

農政部 
食産業振興（農産
物）による誘客 

水産林政部 
食産業（海産物）
による誘客 

環境生活部 
(食と暮らしの安
全推進課) 

民泊による誘客 
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【企業局】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

23 

上工下水一体官
民連携運営（みや
ぎ型管理運営方
式）の実現 

〇厳しい水道事業の経営
環境の中，上工下水３事
業の一体化によるスケー
ルメリットの発現と民間
の力を最大限活用するこ
とによりコスト縮減を図
り，持続可能な水道事業
経営を確立する必要があ
る。 
〇平成 30年度は，改正水
道法が成立したことから
「公共施設等運営権設定
支援業務」を３か年債務
で契約を締結し，今後，法
律や会計等の専門的な知
見を得ながら，ＰＦＩ法
に基づき，実施方針の策
定，条例の議決・制定，募
集要綱の公表，運営権設
定等の手続きを行い，持
続可能な水道経営を確立
する「みやぎ型管理運営
方式」による事業開始を
令和３年度中に目指す。 

企業局 
水道経営課 

ＰＦＩ法に基づ
き，実施方針の策
定，条例の議決・
制定，募集要綱の
公表，運営権設定
等の手続き 

６ 
 
８ 
 
９ 

総務部 
行政経営推進課 

ＰＦＩ検討委員 
会の開催（ＰＦＩ
法に基づく重要
事項の調査審議） 

総務部 
市町村課 

庁内情報連絡会
議等での情報共
有及び広域連携
を見据えた意見
交換 

環境生活部 
食と暮らしの安
全推進課 

庁内情報連絡会
議等での情報共
有及び広域連携
を見据えた意見
交換 

土木部 
都市計画課 

庁内情報連絡会
議等での情報共
有及び広域連携
を見据えた意見
交換 

24 
仙台港周辺地域
における賑わい
創出 

〇仙台港周辺地域は，三
井アウトレットパーク仙
台港や仙台うみの杜水族
館など大型集客施設が立
地しており，仙台東部道
路によるアクセス性の良
さに加え，クルーズ船が
寄港するなど，年間約４
５０万人が訪れる東北で
有数の集客の高い地域で
ある。 
〇仙台空港は民営化後，
順調に利用者を拡大して
おり，特に訪日外国人宿
泊者が昨年３０万人を超
えるなど，今後，より一層
の拡大が期待できる。こ
うした背景を踏まえ，官
民連携により，訪日外国
人旅行者などが多く訪れ
る地域としてより一層の
魅力向上に向けた取組が
必要である。 

企業局 
公営事業課 

官民組織「仙台港
周辺地域賑わい
創出コンソーシ
アム」と連携した
取組の推進 

８ 

土木部港湾課 港湾地域の整備 

経済商工観光部
観光課 

観光プロモーシ
ョンでの連携 

経済商工観光部
国際企画課 

夢メッセみやぎ
との調整 
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【教育庁】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

25 
子供の健康な体
づくりの推進 

●本県の児童生徒の肥満
傾向児出現率は男女とも
にほぼ全ての年齢で全国
平均より高い値で推移し
ており，むし歯（う歯）に
ついても全ての校種で全
国値を上回るなど，様々
な健康課題が顕在化して
いる。 
●学校・家庭・地域の連
携・協働のもと，生活・運
動習慣や食育を含めた総
合的改善策を推進する必
要がある。 

教育庁 

・学校保健の
充実 
・食育に関す
る指導体制の
整備 

目標３  
全ての人に
健康と福祉
を 
 
目標４ 
質の高い教
育をみんな
に 

保健福祉部 
・食育の推進 
・歯科保健の
充実 

26 

切れ目ない支援
体制構築に向け
た特別支援教育
の充実 

●障害のある子供につい
ては，早期の支援及び保
護者の理解促進を図るこ
とが非常に重要である。 
●就学前から支援を行う
ことで，成功体験の積み
重ねや基礎学力を一定程
度確保し，二次障害を回
避することができる。 
●現在の相談窓口は，保
健福祉サイドと教育サイ
ドに分かれており，充分
な連携が図られていない
状況にあることから，効
果的な支援体制を整備す
る必要がある。 
●また，支援学校等を卒
業した生徒は，一般就労
か就労支援・移行支援を
受けながら生活している
が，十分な収入を得るま
でには至っておらず，経
済的自立が困難な状況に
ある。 
●障害者の就労による社
会参加は地域経済の担い
手としても期待されてお
り，事業主の理解を一層
促進する必要がある。 
 

教育庁 

・早期支援相
談 窓 口 の 連
携，体制整備
の検討 
・学校と連携
した早期相談
支援，就労支
援 

目標４ 
質の高い教
育をみんな
に 
 
目標８ 
働きがいも 
経済成長も 
 
目標１０ 
人や国の不
平等をなく
そう 

経済商工観光部 

・特別支援学
校卒業者と企
業の雇用マッ
チング 
・障害者の技
能向上による
所得の向上 

保健福祉部 

・早期支援相
談 窓 口 の 連
携，体制整備
の検討 
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【警察本部】 

№ テーマ 
現状と課題の内容 

（簡単に） 

取組が想定される 

部局（課室） 

想定される 

取組 

達成に 

寄与する 

SDGsのゴール 

27 
サイバーセキﾕリ
ティ対策の充実 

あらゆる分野でＩＣＴ
が活用され便利になる一
方で、サイバー空間にお
ける脅威は深刻化してお
り、地域経済の活力の向
上及び持続的発展のため
には、県全体における「安
全で安心なサイバー空間
の実現」が必要不可欠で
ある。 
そのため、情報セキュリ
ティ分野の人材育成・確
保を始め、県内の中小企
業や自治体等のセキュリ
ティ向上のための環境整
備、サイバー犯罪被害・加
害防止等を図るととも
に、自治体、企業、そして
県民一人一人に至る様々
な主体において、多層的
にサイバーセキュリティ
を確保するための対策を
推進していく必要があ
る。 

警察本部 
 
震災復興・企画部 
(情報政策課) 

宮城県サイバ
ーセキリュテ
ィ協議会の創
設、県民のサ
イバーセキリ
ュティ意識向
上、ＩＴ人材
育成、環境整
備など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8、9、16 

 

 

 

 

 

 


